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（単位：千円）

Ａ

交付対象経費 国庫補助額

その他
（一般財源や
補助対象外経

費等）

105,118 103,503 1,530 85

低
所
得
者
世
帯
給
付
金
に
係
る
部
分

本
体
分

1 R4 単 ○ ○

電力・ガス・
食料品等価格
高騰重点支援
給付金【低所
得者世帯給付
金】

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍におい
て物価高騰等に直面す
る生活困窮者等への支

援

○

①エネルギー・食
料品価格等の物
価高騰に伴う低
所得世帯支援

41,610 41,610

①コロナ禍において原油価格・物価高騰等に直面する低所得世帯・家計
急変世帯に現金を給付することにより、当該世帯の生活を支援する。
②電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金に係る補助
③
・令和５年度分の住民税非課税世帯：1,384世帯×30千円＝41,520千円
（補助金）
・家計急変世帯:３世帯×30千円＝90千円（補助金）
④
・令和５年度分の住民税均等割非課税世帯（1,384世帯）
・令和５年の家計急変世帯（３世帯）

－ － ○ － R5.4 R6.3 対象者へ給付金100％給付する。 町HP、広報誌

給付対象者を原油価格・
物価高騰等の影響を特に
受ける低所得世帯・家計
急変世帯に限定し、かつ
早急な経済的負担軽減の
ため現金給付とする。

R5補正（地）

低
所
得
者
世
帯
給
付
金
に
係
る
部
分

事
務
費

2 R4 単 ○ ○

電力・ガス・
食料品等価格
高騰重点支援
給付金（事務
費）

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍におい
て物価高騰等に直面す
る生活困窮者等への支

援

○

①エネルギー・食
料品価格等の物
価高騰に伴う低
所得世帯支援

2,478 2,478 -

①コロナ禍において原油価格・物価高騰等に直面する低所得世帯・家計
急変世帯に現金を給付することにより、当該世帯の生活を支援する。
②電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金に係る事務費（給料、
職員手当等、需用費、役務費、委託料）
③
・会計年度任用職員報酬：月給156,800円×1カ月×1人＝157千円（※端
数処理：200円）
・常勤職員時間外勤務手当：450千円
・消耗品費（事務用品・プリンタートナー代・コピー用紙代等）：180千円
・印刷製本費（お知らせ・封筒・広報紙掲載等）：196千円
・郵便料：295千円
・公金事務取扱手数料：200千円
・給付金管理システム委託料：1,000千円
④
・令和５年度分の住民税均等割非課税世帯（1,384世帯）
・令和５年の家計急変世帯（３世帯）

－ － － － R5.4 R6.3 対象者へ給付金100％給付する。 町HP、広報誌 R5補正（地）

7 R4 単 ○ －

中小企業対策
事業
（保証料補給
金）

－ ○ ○
④-Ⅲ．新たな価格体系
への適応の円滑化に向
けた中小企業対策等

○

⑦中小企業等に
対するエネル

ギー価格高騰対
策支援

12,000 12,000 0 -

①コロナ禍において企業売上の減少や原油価格・物価高騰等の影響を
受ける町内中小企業等に対し、事業継続と経営の回復・安定のため、融
資を受ける際の保証料の補給を行う。
②町内事業者への保証料
③・県信用保証協会 保証料補給 町制度資金(負担金及び補助金)
　　30件×300千円＝9,000千円
   ・県制度資金(負担金及び補助金)
　　30件×100千円＝3,000千円
④町内中小企業等

－ － － － R5.4 R6.3 申請件数55件 町HP R5当初（地）

8 R4 単 ○ －
中小企業対策
事業
（利子補給金）

－ ○ ○
④-Ⅲ．新たな価格体系
への適応の円滑化に向
けた中小企業対策等

○

⑦中小企業等に
対するエネル

ギー価格高騰対
策支援

500 500 0 -

①コロナ禍において企業売上の減少や原油価格・物価高騰等の影響を
受ける町内中小企業等に対し、事業継続と経営の回復・安定のため、利
子補給補助による支援を行う。
②町内事業者へ利子の補給
③町制度資金利子補給35件　500千円(負担金及び補助金)
④町内中小企業等

－ － － － R5.4 R6.3 申請件数35件 町HP R5当初（地）

9 R4 単 ○ －

中小企業対策
事業
（利子補給基
金積立分）

－ ○ ○
④-Ⅲ．新たな価格体系
への適応の円滑化に向
けた中小企業対策等

○

⑦中小企業等に
対するエネル

ギー価格高騰対
策支援

1,200 1,200 0 -

①コロナ禍において企業売上の減少や原油価格・物価高騰等の影響を
受ける町内中小企業等に対し、事業継続と経営の回復・安定のため、町
制度資金（新型コロナ対策）で、町が利子補給を行う貸付後５年以内の２
年目以降の利子補給分を基金に積立て、年度毎に必要な金額を繰り出
し利子補給を行う。
②町内事業者へ利子の補給
③中小企業 40件、5年間分　1,200千円(積立金)
④町内中小企業等

－ － － ○ R5.4 R6.4以降 申請件数40件 町HP R5当初（地）

10 R4 単 ○ －
児童生徒に対
する給食費の
一部補助

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍におい
て物価高騰等に直面す
る生活困窮者等への支

援

○

②エネルギー・食
料品価格等の物
価高騰に伴う子
育て世帯支援

7,113 7,113 0 -

①コロナ禍において原油価格・物価高騰等の影響を受ける町内小中学
校保護者の支援のため、学校給食費の保護者負担の軽減を行う。
②給食費（賄材料費）　高騰分について一般会計へ充当（教職員分は除
く）
③4-5月（小学校591名中学校322名）×20円×30日 ＝ 547,800円
6-12月（小学校591名+中学校322名）×40円×110日 ＝ 4,017,200円
1-3月（小学校591名+中学校322名）×45円×62日 ＝ 2,547,270円
　　　　　　　　　　　　　　　合計7,112,270円（教職員分は除く）
④生活者（保護者）等

－ － － － R5.4 R6.3
生活者（保護者）等の物価高騰による
給食費の増額負担0円

町HP R5補正（地）

11 R4 単 ○ －
温泉施設応援
事業

－ ○ ○
④-Ⅰ．原油価格高騰

対策
○

⑦中小企業等に
対するエネル

ギー価格高騰対
策支援

21,000 21,000 0 -

①町温泉施設は、コロナ禍において電気・燃料価格等の高騰により採算
が悪化している。
　町内には当該施設以外に温泉施設は存在せず、事業の縮小、廃止等
は坂城町民及び周辺住民の健康増進、コミュニティ活動、地域活性化等
に悪影響を及ぼす。当該施設の指定管理者である株式会社坂城町振興
公社を交付対象者として、支援金を交付し、コロナ禍における電気・燃料
価格等高騰による事業の縮小・廃止等を防ぐとともに施設利用料への価
格転嫁を防止する。
②電気・灯油・ガス料金値上がり分の補助（負担金及び補助金）
③電気・灯油・ガス料金値上がり分の支援
(R5料金見込）―（R2・3平均単価×R5使用量見込）
【電気料：30,945,000円-（15.3円/kwh×874,000kwh）＝17,572,800円
灯油代：20,644,000円-（71.0円/ℓ×240,000ℓ）＝3,604,000円
ガス代：1,943,000円-（366.7円/ℓ×4,530ℓ）＝281,849円
合計　17,572,800円＋3,604,000円＋281,849円＝21,458,649円≒
21,000,000円】
（負担金及び補助金）
➃指定管理者（中小企業）

－ － － － R5.4 R6.3
利用者負担を現状維持(入館料増額０
円)することにより、町民の福利厚生施
設としての機能を維持

町HP R5補正（地）

12 R4 単 ○ －
公共施設等管
理事業

－ ○ ○
④-Ⅰ．原油価格高騰

対策
○

⑨推奨事業メ
ニューよりも更に
効果があると考え

る支援

15,230 15,230 0 -

①コロナ禍において電力・燃料価格高騰の影響を受ける公共施設（直接
住民の用に供する施設）の光熱費高騰分を支援することにより、安定し
た市民サービスを提供するとともに、施設利用料への価格転嫁を防止す
る。
②光熱費高騰分について一般会計へ充当
③
【対象施設（電気料）】
町立保育園、町立小中学校、図書館、鉄の展示館
（R5年度電気料年間見込）32,221,777円-（R3年度電気料金実績）
16,967,917円＝15,253,860円≒15,100,000円
【対象施設（灯油代）】
ふれあいセンター
（R5年度灯油代年間見込）1,985,000円ー（R3年度灯油代実績）1,854,227
円＝130,773円≒130,000円
④公共施設（直接住民の用に供する施設）の施設利用者

－ － － － R5.4 R6.3
町立保育園３園、町立小学校３校、町
立中学校１校、図書館、鉄の展示館、
ふれあいセンターのすべてに充当

町HP R5当初（地）

13 R4 単 ○ －

老人福祉セン
ター指定管理
者光熱費補助
事業

－ ○ ○
④-Ⅰ．原油価格高騰

対策
○

⑨推奨事業メ
ニューよりも更に
効果があると考え

る支援

500 500 0 0

①老人福祉センターの安定した管理運営のため、コロナ禍における指定
管理者の光熱費高騰に伴う負担軽減を図る。
②光熱費高騰分について委託料に充当
③（R5年度電気料年間見込）1,180,000円-（R3年度電気料金実績）
677,559円＝502,441円≒500,000円
④老人福祉センター指定管理者：１者

－ － － － R5.4 R6.3 価格高騰分の100％補助 町HP R5当初（地）

14 R4 単 ○ －
公立保育園給
食提供事業

－ ○ ○
④-Ⅰ．原油価格高騰

対策
○

②エネルギー・食
料品価格等の物
価高騰に伴う子
育て世帯支援

342 342 0

①コロナ禍における物価高騰に伴う町立保育園（3園）の給食費負担軽
減として、質や量を落とさず、安定的な供給を維持するため、価格高騰
分を補助する。
②給食費（賄材料費）　高騰分について一般会計へ充当（教職員分は除
く）
③144人（対象者見込）×10円（高騰分）×238日 ＝ 342,720円
④生活者（保護者）等

－ － － － R5.4 R6.3
生活者（保護者）等の物価高騰による
給食費の増額負担0円

町HP R5当初（地）

15 R4 補 ○ －
学校保健特別
対策事業費補
助金

文部科学省 ○ － ○
⑤-Ⅳ-１．ウィズコロナ
下での感染症対応の強

化
○ － 3,145 1,530 1,530 85

①新型コロナウイルス感染症流行下において、小中学校が感染症の影
響を最小限に止め、学校教育活動を継続できるよう校内環境を整備す
る。
②町立小中学校における効果的な換気の実施に必要となる備品の整備
③合計　3,145千円（うち一般財源85千円）
　【小学校】
　備品購入費　2,040千円
　（サーキュレーター、網戸設置　等）
　【中学校】
　備品購入費　1,106千円
　（HEPAフィルター付空気清浄機）
④町立小中学校

－ － － － R6.1 R6.3
施設内における新型コロナウイルス感
染症陽性者の発生０名

町HP R4補正（国）

Ｃ

個人を対象とし
た給付金等

★令和５年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

Ｎｏ

国
の
予
算
年
度

補
助
・
単
独

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

交付対象事業
の名称

事業
終期

所
管

交付金の区分

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

対象外経
費に臨時
交付金を
充当して
いない

種類

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｂ 備考①
（地方単独事業に関連
している国庫補助事業
がある場合、その国庫
補助事業名と所管省庁

名）

予算区分
低所得世
帯支援枠
を活用す
る事業

通
常
交
付
金

重
点
交
付
金

経済対策との関係 総事業費
基金

事業
始期

成果目標（可能な限り定量的指標を
設定）

地域住民への周知方法（HP,広報紙な
ど）

参考資料

Ｄ

検査促進枠
の地方負担
分に充当

特定事業者等支
援


